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第６章 計画の推進体制 
 

１ 地域の連携体制 

 

国は、平成 37（2025）年を境に団塊の世代が後期高齢者となることを見据え、平成 18（2006）

年から、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」

構築のための体制づくりを推進してきました。 

第７期計画では、これまでの地域包括ケアシステムの深化として、地域共生社会の実現に向

けた、「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制の整備や自立支援、介護予防・重度化防止の推進

等が求められています。 

地域共生社会の実現のためには、行政・保健・医療・福祉・介護の専門家による支援だけで

なく、地域住民自らによる支援や協力体制をより強固なものにしていく必要があるため、本市

においては「だんだんネット」を基盤として、地域全体での支えあいを重視しながら計画の推

進に努めます。 

 

２ 関係部局相互間の推進体制 

 

本計画は、高齢者施策全般にわたる計画であり、実施にあたっては、本市の保健福祉部門を

はじめ関係部門が連携し、総合的、包括的に施策を展開していきます。また、愛媛県による広

域的調整との整合性を図るため、積極的に愛媛県（出先・関連機関も含め）と本市の情報連携

を行い、推進体制を強化していきます。 

 

３ 計画の達成状況の評価 

 

総合事業等の効果的な実施のためには、今後実施していく個々の事業評価とその検証を行う

ことで、次期計画期間へ反映できることが重要であり、宇和島市介護保険運営協議会における

よりきめ細かな議論が必要とされます。 

そのため、本計画は各年度の進捗状況等について、宇和島市介護保険運営協議会において評

価を行うものとします。 

  


